
　当会は、農業およびその関連産業をはじめとする地域産業の振興ならびに地域社会の活性化・発展
等に寄与することを最も重要な役割のひとつとして位置付け、貸出をはじめ全ての与信に関する規範
として、「与信に関する基本方針（クレジットポリシー）」にもとづき、貸出先の財務面・技術力およ
び成長性などの総合的な視点のもと、安易に担保・保証に依存することなく、資金の円滑な供給に取
り組むなど、貸出業務の適正な遂行に努めています。また、営業部門から独立した審査部門を設置し
内部牽制機能を確保するとともに、貸出先の業況・財務内容等の状況を常に把握するなどによって、
貸倒れなどのリスクを管理・抑制しお客さまの信頼に応えるよう努めています。

　当会は、経営者保証に関するガイドライン研究会（全国銀行協会および日本商工会議所が事務局）
が公表した「経営者保証に関するガイドライン」を踏まえ、本ガイドラインを尊重し、遵守するため
の態勢整備を実施しています。
　引き続き、お客さまと保証契約を締結する場合、また、保証人のお客さまが本ガイドラインに則し
た保証債務の整理を申し立てられた場合は、本ガイドラインにもとづき、誠実な対応に努めていきます。

■　「経営者保証に関するガイドライン」への対応

■　与信に関する基本方針

「経営者保証ガイドライン」に関する取組方針
１．�経営者保証に依存しない融資の一層の促進について
　　�法人個人の一体性の解消が図られている、あるいは、解消等

を図ろうとしているお客さまから、資金調達の要請を受けた
場合には、以下の要件にかかる充足状況、お客さまの経営状
況やご融資の内容等を総合的に判断する中で、経営者保証を
求めない可能性について、お客さまのご意向も踏まえて検討
します。

（１）�法人と経営者個人の資産・経理が明確に分離されていること
（２）�法人と経営者の間の資金のやりとりが、社会通念上適切な

範囲を超えていないこと
（３）�法人のみの資産・収益力で借入返済が可能と判断し得ること
（４）�法人から適時適切に財務情報などが提供されていること
２．�経営者保証の契約時の対応について
（１）�お客さまと保証契約を締結する場合は、具体的に保証契約

の必要性について説明を行うとともに、今後、どのような
改善を図れば保証契約の見直し・解除の可能性が高まるの
かを丁寧に説明を行います。

（２）�保証金額の設定については、保証人の資産および収入の状
況、融資額、お客さまの信用状況、物的担保の設定状況、

お客さまおよび保証人の適時適切な情報開示姿勢等を総合
的に勘案して設定します。

３．�既存の保証契約の適切な見直しについて
（１）�既存の保証契約の解除等または変更等の申し入れを受けた

場合には、改めて経営者保証の必要性の検討を行うととも
に、その結果をお客さまおよび保証人に対し、丁寧かつ具
体的な説明を行います。

（２）�事業承継時においては、前経営者が負担する保証債務は後
継者に当然に引き継がせるのではなく、改めて経営者保証
の必要性などを検討するとともに、その結果をお客さまお
よび保証人に対し、丁寧かつ具体的な説明を行います。

４．�経営者保証を履行する時の対応について
　　�経営者保証における保証債務の履行を求める場合には、保証

人の手元に残すことのできる残存資産の範囲について、必要
に応じ支援専門家とも連携しつつ、保証人の保証履行能力、
経営者たる保証人の経営責任、破産手続における自由財産の
考え方や標準的な世帯の必要生計費の考え方との整合性等を
総合的に勘案して決定します。

与信に関する基本方針（クレジットポリシー）
１．�与信は次に掲げる事項を基本方針として行うものとする。
（１）�農協法はじめ与信業務に関連する法令および会内諸規程等

を遵守し、社会的規範にもとることなく、誠実かつ公正な
与信を行う。

（２）�与信を行おうとする先の業種・業歴・関係法人の実態等を
十分調査し、本会の使命および公共性・社会的責任の観点
から、その適格性を確認した上で与信を行う。

（３）�リスクとリターンを適正に評価・判断し、安定的な収益が
確保できる与信を行う。

（４）�与信限度額の設定により特定の業種・グループ・取引先へ
の与信集中防止を図るとともに、資金の流動性に配慮した
与信を行う。

２．�与信の中でも貸出については、上記の与信全般に関する基本
方針に加え次の基本方針の下に行うものとする。

（１）�貸出先と本会の双方の成長・発展に資する貸出を行うこと
を旨とし、社会的正義に反する貸出、社会通念上許されな
い貸出、投機的資金への貸出および返済不能を糊塗する貸

出等は行ってはならない。
（２）�貸出金額・貸出期間・返済方法については、資金使途や返

済財源を十分に調査・把握した上で、必要かつ妥当な金額、
適正な期間・方法を設定する。なお、長期の貸出にあたっ
ては、資金の固定化を避けるため分割返済を基本とする。

（３）�担保価値や保証能力の評価は保守的なスタンスで臨むこと
とするが、安易に担保・保証に依存した貸出は行わない。

（４）�職制規程にもとづき貸出の審査・決定を適正に行うことと
し、営業部門から独立した審査部門において二次審査を行
い、健全な相互牽制を確保する。

（５）�業況・財務内容等にもとづき貸出先の状況を把握し、内部
格付制度によりその評価を行うことにより信用リスク管理
を適切に行う。

（６）�貸出契約およびこれにともなう担保・保証契約の締結にあ
たっては、契約相手に対し適切な説明を行う。

（７）�経営者保証に依存しない貸出の一層の促進を図るととも
に、原則として経営者以外の第三者の個人連帯保証を求め
ない。
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　当会は、農業者の協同組織金融機関の一員として、「健全な事業を営む農業者をはじめとする地域の
お客さまに対して必要な資金を円滑に供給していくこと」を最も重要な役割のひとつとして位置付け、
当会の担う公共性と社会的責任を強く認識し、以下に掲げる「金融円滑化にかかる基本方針」にもと
づき、その適切な業務の遂行に向け取り組んでいます。

■　金融円滑化への取組み

金融円滑化にかかる基本方針
１．�当会は、お客さまからの新規貸付や貸付条件の変更等の申込

みがあった場合には、お客さまの特性および事業の状況を勘
案しつつ、できる限り柔軟に対応するよう努めます。

２．�当会は、上記のお申込があった場合、お客さまの経験等に応
じた説明および情報提供を適切かつ十分に行うように努める
とともに、お断りさせていただく場合には、その理由を可能
な限り具体的かつ丁寧に説明するよう努めます。

３．�当会は、上記１.および２.の対応等を行うにあたり、他の金融
機関や日本政策金融公庫、住宅金融支援機構、三重県農業信
用基金協会、三重県農協信用保証センター、地域経済活性化
支援機構、特定認証紛争解決事業者等との緊密な連携を図る
よう努めます。また、これらの関係機関等から照会を受けた
場合は、守秘義務に留意しつつ、お客さまの同意を前提に情
報交換しつつ連携に努めます。

４．�当会は、事業を営むお客さまからの経営相談に積極的かつき
め細かく取り組み、お客さまの経営改善に向けた取組みをご
支援できるよう努めます。� �
また研修等により、上記取組みの対応能力の向上に努めます。

５．�当会は、お客さまからの、新規融資や貸付条件の変更等のご
相談・お申込に対する問合せ、相談、要望および苦情につい
ては、公正・迅速・誠実に対応し、お客さまの理解と信頼が
得られるよう努めます。

６．�当会は、お客さまからの前掲のご相談・お申込みに対し、円
滑に措置をとることが出来るよう、次の体制を整備いたして
おります。

（１）�理事長以下、理事・部長等で構成する「企画会議」にて、
金融円滑化にかかる対応を一元的に管理し、組織横断的に
協議します。

（２）�貸出担当理事を「管理責任者」とし、当会全体における金
融円滑化の方針や施策の徹底に努めます。

（３）�貸出関連部門である食農営業部の部長を「管理担当者」と
し、当該部門内における金融円滑化の方針や施策の徹底に
努めます。

７．�当会は、本方針にもとづく金融円滑化管理態勢について、そ
の適切性および有効性を定期的に検証し、必要に応じて見直
しを行います。
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